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長谷部  勇  一＊  

特徴を明らかにする．次に，中国の1990年産某  

連関表を用いて，中国経済の198790年にかけ  

ての構造変化と環境負荷への影響を要因分析の  

手法を用いて分析する．   

具体的な分析に移る前に，中国の環境問題の  

概略をみておこう▲  

2 中国の環境の現状  

レスクー・プラウソ編著『地球自書』は，毎  

年発行され．そのときどきの彙要問題に焦点を  

あてて分析をしているが，1991－92年版でソ連・  

東欧地域の環境問題が扱われ，ベルリソの壁崩  

壊以降，情報公開の進む中で，各地で報告され  

る深刻な実状が給介された．それに続き．1995  

－96年版では．中国にその1章を割り当て，環  

境問題の深刻さに警鋲を発している．それによ  

れば，第一一に，深刻な水不足の問題があげられ  

ている．そもそも中国は，人口で世界の22％を  

占めているが，淡水保有盈は7％しかなく，そ  

れに加えて都市化による水不足，エ業・農業に  

おける水の利用効率の低さも相まって，工業用  

水・農業用水・都市水道いずれも不足に苦しん  

でいる．第二に，土地と食料の問題がある．都  

市化に伴って，農地を宅地化したり，都市住民・  

輸出用の果樹園や養殖場に転換するため毎年耕  

地の消失が増大し，1980年代には年平均約30万  

ヘクタールだったのが1994年では，約70万ヘク  

タールに達したといわれている．また，土壌浸  

食や大量の化学肥料・農薬使用のために土地の  

生産力が減少しており，天候不順とも重なり，  

1995年は大量の食糧輸入が計画されている．第  

三に，大気と水の汚染である．中国でも環境規  

制は存在しているが，ほとんど校能しておらず，   

1 はじめに  

最近の中国経済は，実質GDP成長率で1991  

年8．2％，92年13．4％，93年13．2％，94年11．8  

％，95年10．2％（予測）という極めて高い成長  

を示し，海外からの直接投資の受入も91年以降  

急増している（92年契約ベースで，約580億ド  

ル：アセアン全体の約2倍）．このように高成  

長した中国の漸進主義的な市場経済化を東アジ  

アの奇跡として評価し，その一方で旧ソ連・東  

欧のビックパン的市場経済化を失敗と評価する  

のが一般的である．しかし，高成長を「光」と  

するならば，その「影」の部分として，日本や  

韓国，台湾が経験した深刻な環境・公害問題が  

中国各地で生じていることを忘れてはならな  

い．中国の市場経済化の現状と今後を検討する  

上で，高度成長を環境・公害問題と関連させる  

ことが必要であると思われる．   

本論文では，このような中国の環境問題の現  

状と経済構造との関連を明らかにするために，  

最近公表された「日中共通エネルギ〉消費・大  

気汚染分析用産業連関表」（通商産業省通商産  

業研究所編［13〕）を主として利用し，大気汚  

染（CO2，50わに焦点をあて，80年代後半の中  

国の経済構造と環境負荷の関係を明らかにした  

い1）．具体的には，まず，先の日中共通大気汚  

染分析用産業連関表に示された中国の1987年の  

産業連関表と日本の1985年産業連関表を用い  

て，日本経済と比較しながら中国の経済構造の   

＊本研究には，文部省科学研究補助金一般研究（C）  
の交付を受けた＿  

1）同様の問題意識で，中国の都市（四ノl【省成郡  
市）に焦点をあてて分析したものとして，吉岡［12〕  
がある．  
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表1 大気汚染物質排出丑の推移（1000t）  

197519801985119861987  

19，989  

596，205   

7，371  

表2 エネルギー源別消費構造（1987年）  

このような環境悪化は，中国のおかれた地理  

的要因や旧ソ連と同様の生産第一主義を採って  

いたという歴史的要因にもよるが，最近それが  

激化した背景としては，改革・開放に基づく高  

度経済成長政策にあると思われる．そこで，中  

国の経済成長がどのように環境への負荷を高め  

ているのかを数量的に把握することが必要であ  

る．その数量的な分析に移る前に，分析に用い  

た日中共通産業連関表についてみておこう．  

3 日中共通エネルギー消費・大気汚染分  

析用産業連関表について  

3．1 日中共通表の特徴   

慶応大学産業研究所，通産省通商産業研究所，  

中国環境問題産業避関分析研究会の共同作業に  

より，大気汚染の3大要素であるCO2，Ⅳ0。，  

50ガに関して，産業連関表の部門分炉に対応し  

たそれらの部門別排出量の推定が行なわれた  

（ただし，公表されたのはCO2，∫0ガのみ）．日本  

に関しては，1985年産業連関表（基本表）をベ   

媒頗・炭酸ガス・亜硫酸ガスや工業廃水など垂  
れ流しであるところが多く，工業地帯では悪性  

腫瘍，肺疾患が急速に増加しているという．   

以上のような環境の状況を大気汚染に関する  
統計データで確認してみよう2）．表1は，1975  

年から1987年までの大気汚染物質排出量の推移  

を中国，日本，韓国，台滑の国別にみたもので  

ある．これによれば，中国は，経済的指標，た  

とえば一人当たりGNPでみると，約400ドル  

前後で途上国経済であるが，エネルギーや大気  

汚染物質という物質的指標でみると，約6憶5  

千万toe（石油換算トン）であり，アジアで最大  

のエネルギー消費国であり，大気汚染物質排出  

国であることがわかる．表2は，各国のエネル  

ギー源別の消費構造をみたものであるが，中国  

に特徴的な点は，エネルギーの約7割を硫黄分  

を多く含む石炭に依存していることであり，日  

本の1960年代とは異なり，石油への転換が簡単  

に行いえないだ桝こ大きな問題点である．  

2）科学技術庁編［5］を参照した．  
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図1 産業部F【J構成比（総生産）－  
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←スにし，付帯された物量蓑の各種エネルギー  

消費に関するデータを用い，CO2の排出係数に  

関しては各種エネルギーの炭素含有量から計算  
し 50〟の排出係数に関しては各種エネルギー  

の硫黄含有量と脱硫処理を加味して計算され  
た．本資料で公表されたデータは，内生45部門  

分額である．   

中国に関しては，SNA方式ではじめて作成さ  

れた1987年衷をベースにして3），同じく内生45  

部門で推計された4）．中国真に関しては，1987  

年の原表では，輸出と輸入が区分されず純輸出  

（輸出一輪入）で表記されていたが，本資料で  

ほ，中国側の努力でそれが分離されており，競  

争輸入型の分析が可能な形式になっている．ま  

た，大気汚染物質のはか，エネルギー投入に関  

する物量表も付加されている．   

3．2 産業構造と汚染排出に関する8中比較   

この資料より，いくつかの日中比較を行って  

みよう．まず，産業構成をみたのが囲1であ  

る．中国は，1農林業，8織維，17化学，20セ   

メソトが，かなり高い構成比であり，特に農潔  

が18％近くある点が注目される．日本は，26輸  

送磯城，28電子通信設備，39商業，41公共∃j：  

業，42文教衛生，43金融保険が高くなってお  

り，サービス部門が比較的高い．園2ほCO2，  

図3はぶ0ヱの排出量についてみたものである．  

これによると，中国は，CO2，50〟いずれも，  

13電力，17化学，20セメント，21窯業土石，22  

鉄鋼，25勝取．33鉄道などが極めて高い．特  

に，50∬は，脱硫装置の有無が大きく作用し，  

全体で日本の約6倍の排出盟になっている．ま  

た，産業以外の，民間消費からの排出量も無視  

できない規模で高いが，これは家庭で石炭が燃  

料として大量に使用されているのが主要な原因  
である．   

排出原単位係数の比較を行ったのが，囲4  

（CO2）と図5（ぶ0㌘）である．中国1987年蓑のデ  

ータを当時の為替レート（1元＝39．29円）で  

円換算を行い，各生産部門100万円あたりの排  

出量（単位；CO2；1000トン，ぶ0ガ；トン）であ  

る．これより一目瞭然に，エネルギー効率と除  

去率において，中国は日本をはるかに下回って  

いることがわかる。   

3）中国の産業連関蓑の沿革と特赦に関しては，  
岡本［7コを参照のこと．  
4）ただし，中国表の第45部門「その他」  行

部
 
 

も列もすべてゼロなので，実質は44部門である  
門分矧こついては，付表（2）を参照のこと．  
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図2 ぐ02排出 量の比較  

川．l・ ＿．I．．．．．   ‖ 

図き 50ユ，排出量の比較  

本稿では，これらのデータを利用し，中国の  どういう負荷を与えたのかを分析する．  

経済構造と環境負荷の関係を検討するが，ま  

ず，次節で，要因分析の手法を用いて，日本と  

の比較分析を行う．次に，1994年12月に公表さ  

れた1990年中国産業連関表（延長蓑）を用いて，  

1987年から1990年にかけての経済発展が環境に   

4 要因分析による日本と中国の比較分析  

4．1DPGによる要因分析の方法   

長期的な産業横道変化を含む成長パターソの  
数量分析においてほ，従来より，いくつかの要   
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図4 排出原単位係数（CO2）   
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化が生じた現実の状態とその変化が生じず比例  
的に成長したらという仮想的な状態との差を数  
値化したものである．各産業のDPGを示すベ   

国分析の手法が用いられてきたが，産業の汚染  

物質排出構造と関連させた分析を考える場合，  

チェネリーが最初に示したDPG分析（Devia－  

tionfrom ProportionalGrowth；比例的成長から  

の帝離）が有用である5）．DPGとは，生産シ  

ェアの変化の指標として用いられ，シェアの変  

5）Chenery〔15］．DPG分析に関しては陳・藤  
川［1コを参考にした．なお，環境分析への産業連  
関分析の応用に関しては，長谷部〔3〕を参照．   
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図牒‘7部門別相対DPGて生産；一日本終年【中国87年） 
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・ク寸ルを∂Ⅹとし，αを1斯から2期べの経済全  

体あ成長率とLて，競争輸入型レオソティエフ  

モデルで示すと，次のように定義される．   

∂Ⅹ＝月2（才一城）∂きⅦ＋β2∂E  

＋β2（J一城）（A2－A．）αガ1  

＋月2（〃】一端）α（AlXl＋凡り（1）  

ただし，β2＝［∫－（J－〟2）A2］1，∂∫β＝為♪」  

（げ1♪，沌＝E21沌1である．（1）式の右辺第1  

項と第2琴帆国内最終需乳輸出の成長速度  

が必ずしも産業の平均成長率に等しくないこと  

から生じるDPG，節3項と第4項は投入係数  

の変化，輸入係数の変化から生じるDPGを示  

・  
このDPG分析を環境分析と結び付けるため  

に，各産業部門別のDPGに汚染排出原単位を  

かけて，汚染排出DPGともいうべき量を計算  

することによって，汚染物賃の排出量の増分を  

要田分解すること示できるようになる．すなわ  

ち，ある汚染物質のDPGを∂アoJとすれば，   

∂メoJ＝ア2月2（ト唯）肝β＋P2β2∂E  

＋ア去虐2（ト〃2）（A文一Al）αズ1  

＋賞β2（〃1－〟2）α（AlXl＋ダ1β） 

＋（P2－ア1）αⅩ1  （2）  

．と分解セきる1二（2）式の右辺第1項と第2項  

が，国内最終需要，輸出の成長速度が必ずしも  

産業の平均成長率に等しくないことから発生L  

た汚染排出量である．第3項と第4項ほ投入係  

数の変化，輸入係数の変化から発生した汚染排  

用量である．第5項が，汚染排出原単位り変化  

による汚染排出の増減である． いずれも，第1  

期と同じ構造で比例的成長をしたら排出したで  

・あろう汚染量と現実との差を示す．生産DPG  

の場合，定義から明らかに全産業のDPGを合  

計すればゼロになるrが，汚■染排出DPGの場  

合，各産業部門の汚染排出原単位が昇なっでい  

るので，一般的にはゼロにはならず，プラスの  

場合は環境汚染型の構造変化であったというこ  

とを示すことになる．   

この手法を，第1時点，第2時点という時系  

列比較ではなく，第1国と第2国という国際比  

較として解釈すれば，2国間の生産量の相違を  

要因分析することになる．  

4．2Ⅰ‖PGによる日中比較   

以上の手法を用いること紅よって，日本め19  

・85年と中国の1987年の経済構造を比較すること  

ができる．中国1987年と日本1985年め経済は／  

87年時点め為替レートで円換算すると，‘総生産  

水準で日本は中国の6／61倍のサイズを有したい  

）る∴仮紅，中国の最終需要構造1．投入構造，‘貿  

易構造を変えずに，その額を6．β1倍してできる   
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図7 部門別相対DPG（COモ；日本85年一中国87年）  
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力・熱，20セメント，21窯業土石，22鉄鋼が多  

く寄与していることがわかる．また，要国別で  

は，圧倒的に排出係数の差が約97％も寄与して  

おり，中国の化石燃料の消費効率が日本に比べ  

て非常に悪いことが明らかになった（図8）．な  

お，ここでは省いたが，ぶ0ガに関する結果もほ  

ぼ同様である，  

51990年中国産業連関表（延長表）と1987・■   

90年DPG分析  

5．1 中国1990年表について   

中国でむも1987年衰に引き続き，SNA方式  

に沿った90年延長表を作成，公表した6）．その  

内生33部門表データを利用して，1987年との時  

系列分析を行うのが本節の目的である．1990年  

蓑は名目価格であるので，時系列比較を行うた  

めには，表を実質化する必要がある．特に，中  

国では，市場経済化の進展に伴って価格が自由  

化されつつある時期なので，価格を固定価格で  

評価して分析することは必要ではあるが，本研  

究では，時間的・資料的制約から，次のような  

簡便法をもちいて実質化を行った．各産業部門  

ごとの価格デフレーターが入手できなかったの   

経済を考える．すると，中国の87年の産業部門  

構成（生産シェア）を保ったままで，総生産が  

6．61倍に増大した日本の規模に相当する仮想的  

経済構造が出現する．現実には，投入構造，輸  

入係数，最終需要各項目などの各要因が相違し  

ているために，日本の実際の＼姿とは異なった産  

業構造になっているわけで，その差が∂ズであ  

る．DPGは，各部門ごとの生産顆の差である  

が，どの部門が相対的に拡大あるいは縮小し，  

どの要因が相対的に大きかったかに注目するの  

であるから，値は必ずしも絶対額である必要は  

ない．そこで，DPGをそのプラスの値の合計  

が100，マイナスの合計が－100に．なるような相  

対DPGに変換し，各要田の寄与度もこの相対  

尺度で表している（DPGの定義より，相対尺  

度の場合も，30産業計はゼロとなる）．これを  

囲に表したのが，図6である．   

次に，このDPGに部門別の汚染排出原単位  

係数をかけることによって，汚染DPG（COヱ）  

を計算した．全体として，日本は，仮想的中国  

と比較してCO色排出量は，12446千トンだけ少  

ないことになる．これを－100％とし，各部門  

の寄与度をみたのが，図7である．   

これによれば，明らかに中国のほとんどの部  

門で大気汚染物質が多く排出され，特に，13電  

6）部門分類については，付表【1）を参照のこと．  
なお，1995年12月にほ，1992年基本表が公表される  
予定である．   



（1995．11）  中国経済の構造変化と環境負荷   
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業構造の変化をみたのが図9である．これによ  

れば，1盈林水産，18一般機械，25建設，27商  

業，30公共事業などが減少し，14化学薬鼠 24  

その他工業品，26貨物輸送等が拡大したことが  

わかる．   

次に，各産業の排出原単位が87年と90年で同  

じであると仮定して，各産業ごとの排出量を推   

で，1987年から1990年までの工業部門全体の平  

均上昇率1．42でデフレートし，1987年価格で19  

90年表を実質化した7）．   

これにより，1987年から1990年にかけての産   

7）1990年表の実質化という点でほ，PPP（購  
買力平価）によりE本と中国の表の実質化を行った  
ものとして，李〔9〕参f軋  
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周10 CO2排出量の推計   

図11ぶ0∬排出羞の推計  

計したのが，囲10と図11である．総生産ほ，87  

年から90年にかけて15．84％の上昇をしたが，  

CO2は，28．59％，ぶ0∬は27．84％と経済成長以  

上に大幅に上昇した．これは，汚染物質排出原  

単位係数の大きい産業部門がこの期間拡大した  

ことを意味し，環境負荷的な経済構造に変化し  

ていったことを示す．   

5．21987－90年DPG分析   

以上のような経済構造変化の要因を探るた  
軌 DPG分析を行った．1990年表は，87年蓑  

と基本的に同じフォーマットで作成されている  
が，貿易に関しては形式的には純輸出という項   
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図12 要因別 D P G  
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目は残しつつ，実質的に輸入をそれから分離し  を行った．モデル式としては，次のようにな  
た扱いになっている．しかし，1990年衰では，  

輸入を独自の項目にせず，統計的誤差項と考え  

られる「その他」という項目に併せて計上した  

ため，輸出と輸入を完全に分離する事が出来な  

い．そこで，本稿では，純輸出と「その他」を  

統合し，最終需要の一項日として扱い粟国分析  

る．  

∂アog＝P90β90∂ダβ＋ア90月90柑  

＋P90β90（A90－A87）αⅩ87  

＋（ア90－アさ7）αⅩ87  （3）   

ここで，β90＝［J－A90］】1，∂ダβ＝ダ90刀－αダ87ヱ），  

∂E＝（E90－〃90）－α（Eる7－〃87）．   
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図14 相対DPG（C（）2中国87・づ0年）  
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付表 部門分析  
（1）33部門分規  

01農林水産業  
02 石炭鉱業  
03 原油・天然ガス  
04 金属鉱菜  
05 非金属鉱業  
06 食料品  
07 辣維工業  
08 縫製品・皮革  
09 木材・家具  
10 抵・印刷・文教  
11電力・熱供給  
12 石油製品  
13 コークス・石炭製品  
14 化学製品  
15 建設材・非金属製品  
16 金属精練・圧延  
17 金属製握  
18 一般校械  
19 輸送棟枕  
20 電気梯械  
21電子・通信棋譜  
22 計量・計測器  

23 樺械修理  
24 他製造業  
25 建設業  

26 貨物輸送・通倍・郵便  
27 商  業  

28 飲食業  
29 旅客輸送  
30 公共事業・サービス  
31文・数・衛・研  
32 金融・保険・不動産  
33 行政棟閑  

（2）45部門分頸  

01農林業  
02 漁 業  
03 石炭鉱業  
04 原油・天然ガス  
05 金属鉱業  
06 非金属鉱業  
07 食料品  
08 繊維工業  
09 縫製品・皮革  
10 木材・家具  
11紙パ・同製品  
12 印刷・文教品  
13‘電力t熱供給  
14 石油製品  
15 コ】クス  

16 ガス・石炭製品  
17 化学製品  
18 医薬品  
19 ゴム・プラ製品  
20 －ヒメソト  

21他窯業土石  
22 鉄鋼業  
23 非鉄金属工業  
24 金属製晶  
25 機械工業  
26 輸送用機器  
27 電気横器  
28 電子・通信機器  
29 計盈・計測滑  

30 枚枕修理  
31他製造業  
32 建設業  
33 鉄道輸送  

34 道路貨物  
35 道路旅客  
36 航空輸送  
37 その他輸送  
38 通信業  
39 商  業  
40 飲食業  
41公共事業・民サ  
42 文・教・衛・研  
43 金融・保険・不動産  
44 行政棟関  
45 分類不明  
46 内生部門計  
47 その他消費  
48 家計消費  

49 固定資産形成  

50 在庫純増  
51輸  出  
52 輸  入  
53 不実合  
54 国内最終需要   
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競争輸入方式を採用できないので，単純なレ  

オンチェフタイプの逆行列を利用するわけであ  

る．また，1990年の汚染排出量のデータが得ら  

れないので，第3項（P9。一戸8，）はゼロになる．   

この式にもとづき，1987年表と1990年表のデ  

ータを代入してDPGの計算を行った．それに  

よると，最終需要要因でほ，消費と投資という  

内需はこの期間，停滞し，生産の縮小要因であ  

ったのに対し，純輸出と中間雫要が生産を大き  

く拡大していったことがわかる（国12）．部門別  

では，25建設，18一般棟械，15建設資材，16金  

属精錬に対する投資誘発が大きく減少し，ま  

た，1農林業，7級維業，31文教・衛生，14化  

学製品に対する消費誘発も大きく減少した．そ  

れに対して，14化学製品16金属精錬，18一般  

校帆 21電子通信機器は，純輸出要因による誘  

発効果が大きく，1農業，15建設資札 26貨物  

輸送・通信，7繊維工業などは中間需要による  

誘発効果が大きかったことがわかる（囲13）．   

最後に，日中共通産業連関表の大気汚染物質  

の45部門データを33部門に統合して，1987年の  

原単位係数をもとにして，汚染排出DPGを計  

算した8）．   

50∬も基本的に同様の傾向を示しているの  

で，ここではCO2に関する計算結果を図14に示  

す．CO2に関する汚染DPGの総計は，577542  

千トンと増大したが，これを100％として，各  

要田の寄与度をみたのが囲14である．それによ  

ると11電力・熱，15建設資材，26貨物輸送，16  

金属精錬，14化学製乱 29旅客輸送部門が，投  

資と消費による生産誘発が減少したものの投入  

要因と純輸出要因にもとづく生産誘発がそれを  

大きく上回り，かつ，これらの部門の大気汚染  

物質の排出原単位係数も大きいため，経済全体  

の環境負荷を1987年から1990年にかけて大きく   

高めたことがわかる．  

6 まとめに代えて  

中国経済は，天安門事件による一時的調整期  

を経て，1990年以降，高度成長を開始した．従  

って，本稿が対象として1987年～1990年という  

のは，1990年以降と比較すると緩やかな成長期  

であった．にもかかわらず，環境負荷は生産の  

成長率以上に大幅に増大していたことが明らか  

になった．要因としては，重化学工業，運輸部  

門を中心として中間需要が高まり，本稿では明  

示的に分析できなかったが，おそらくは輸出主  

導型の成長が環境負荷的な産業を拡大したとい  

えよう．   

さらに注意すべき点は，1990年代以降の高度  

成長は，以上のような構造変化を変えるどころ  

か，より一層重化学工業中心に発展しているこ  

とである．実際，中国のデータによれば，GN  

P構成比で1990年から1993年にかけて第2次産  

業は約8ポイントも上昇している．このこと  

は，1990年以後の高度成長は，一層深刻な環境  

負荷を与えていることを予想させる．   

冒頭に雁介した『地球自書』でも中国におけ  

る持続可能な成長を如何に考えるかが，今後世  

界的なエネルギーや食糧の需給をめぐって重要  

な問題になると指摘しているが，現在の中国に  

おける市場経済化のなかで如何に環境やエネル  

ギー資源を経済的に制約条件として含めるの  

か，その具体的方策が求められているといえよ  

う．   

筆者は以前，社会主義経済の経済成長政策を  

考察した際に，重工業の優先的発展政策の持つ  

問題点を，ダイナミックプログラミング（DP）の  

「ボトルネック問題」を適用して論じたことが  

ある9）．その結論は，要約すると次のようにな  

る．労働力再生産を内生化した「蓄積ターンパ  

イク」塾モデルは，経済体系内の財がすべて再  

生産可能であるという前提であり，生産手段部  

門の最大可能成長率が経済全体の成長を規定す  

ることになり，生産手段部門の優先的発展が正  

8）45部門表は，中国の部門分頸を日本にあわせ  
るため非金属工業部門と輸送部門を調整しているの  
で，単純な部門統合では33部門分類に対応できな  
い．本稿では，45部門分類のデータを中国式に戻し  
て，移動した生産掛こあわせて大気汚染物質排出量  
も調整し，33部門の汚染排出データを再計算した．  
また，1987年表は，中国で公表された33部門原表を  
利用した．  9）詳しくは長谷部〔2〕参照．   
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析（1）」『イノベーション＆Ⅰ－0テクニック』Vol・   

5－2，環太平洋産業連関分析学会，1994年6月・  
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囲』第3章，アジア経済研究所統計調査部，1995   

年3月．  

［8〕レスター・ブラウン隔薯『地球白裔』ダイヤモ   

ンド社，1995年4月．  

［9〕李 潔「PPPによる中国と日本産業連関表実   

質値データの梅築」『イノベーション＆ト0テクニ   
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年6月．  
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通商産業調査会，1994年．  

〔14〕中国国家統計局『中国投入産出表1990年度』中  
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〔15〕Chenery，lIollis B．“Patterns ofIndustrial  

Growthノ’A粗打払Ⅲ塵加助川琉り弛血糊50，1960．   

当化されうる．しかし，労働力供給を制約条件  

として加えた「消費クーソパイク」型モデルは，  

労働力が外生的条件として，すなあち経済体系  

内で再生産不可能であるという前提であり，体  

系内の最大成長率よりも労働力の外生的成長率  
が低いならば，労働力成長率が最も制約的な条  

件となり，体系内の最大成長率もそれに規定さ  

れるので，生産手段部門の優先的発展は正当化  

されないということを明らかにした．「環境」  

も何らかの数量化を行なえば，経済体系内に再  

生産不可能な財として位置づけることができ，  

外生的に経済体系の成長を規制する要因として  
考えることが可能である．その場合，環境制約  

を超える高度成長は不可能であり，環境が持続  

的に維持されうる範囲での成長政策が導かれる  
ことになる．「環境」をいかに数量化するのか，  

基本的には再生産不可能であるとしても，汚染  

された環境の再生という形である程度「再生  
産」しうることをどこまで認めるかなど，難し  

い問貰は残るが，持続的発展を以上のような動  

学的産業連関分析のフレームワークで検討する  
ことほ今後の課題であるといえよう．  

（横浜国立大学経済学部助教授）  
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